
1

地方財政法（昭和二十三年法律第百九号）抄
（地方財政の状況に関する報告）

第三十条の二 内閣は、毎年度地方財政の状況を明らかにして、これを国会に報告しなければならない。
２ 総務大臣は、前項に規定する地方財政の状況に関する報告の案を作成しようとするときは、地方財政審議会の意見を聴かなければならない。

１．根拠

○ 地方財政法第30条の２第１項の規定に基づき、内閣が、地方財政の状況を明らかにして国会に報告するものであ
り、昭和28年以来毎年報告を行っており、今回で72回目になる。

○ 地方財政法第30条の２第２項の規定により、地方財政の状況に関する報告の案を作成しようとするときは、地方
財政審議会の意見を聴くこととされている。

地方財政白書について
令和６年１月26日

財務調査課

令和５年度
（令和６年版白書）

令和４年度
（令和５年版白書）

令和３年度
（令和４年版白書）

目次案についての御説明 １月26日 1月24日 2月4日

地方財政法に基づく付議 2月下旬 2月24日 3月4日

＜参考＞
閣議決定、国会報告 3月下旬 3月24日 3月25日

２．スケジュール
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【参考】昨年版の地方財政白書の目次

第１部 令和３年度の地方財政の状況

１ 地方財政の役割

２ 地方財政の概況

３ 地方財源の状況

４ 地方経費の内容

５ 地方経費の構造

６ 一部事務組合等の状況

７ 公営企業等の状況

８ 東日本大震災の影響

９ 令和３年度決算に基づく健全化判断比率等の状況

１０ 市町村の規模別財政状況

第２部 令和４年度及び令和５年度の地方財政

１ 令和４年度の地方財政

２ 令和５年度の地方財政

第３部 最近の地方財政をめぐる諸課題への対応

１ 新型コロナウイルス感染症への対応

２ 物価高騰への対応

３ デジタル田園都市国家構想等の推進

４ 地域の脱炭素化の推進

５ 防災・減災、国土強靱化及び公共施設等の適正管理の推進

６ 社会保障制度改革

７ 財政マネジメントの強化

８ 地方行政をめぐる動向と地方分権改革の推進

地方財政白書について

第３部の今年版について御説明
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○ 地財審意見や地方財政対策の概要を参考に整理
ー 「こども・子育て」の新規章立て、「コロナ対応」の削除

○ 記載の横並びをとり、「令和○年度」といった項立ては修正
令和５年版 令和６年版（案）

1 新型コロナウイルス感染症への対応
（１）令和3年度における対応等
（２）令和4年度における対応
（３）保健所等の恒常的な人員体制の強化

2 物価高騰への対応
（１）令和4年度における予備費・補正予算等の対応
（２）公共施設等に関する対応

3 デジタル田園都市国家構想等の推進
（１）デジタル田園都市国家構想の推進
（２）地方公共団体のDXの推進・マイナンバー制度の利活用の推進等
（３）地方創生の推進

4 地域の脱炭素化の推進
（１）公共施設等の脱炭素化の推進
（２）ESG投資の拡大への対応

5 防災・減災、国土強靱化及び公共施設等の適正管理の推進
（１）防災・減災、国土強靱化の推進
（２）公共施設等の適正管理の更なる推進

6 社会保障制度改革
（１）社会保障の充実と人づくり革命
（２）全世代対応型の持続可能な社会保障制度の構築
（３）こども・子育て支援の強化

7 財政マネジメントの強化
（１）地方公会計の整備・活用の推進及び地方財政の「見える化」の推進
（２）公営企業の経営改革
（３）ＤＸ・ＧＸ等の新たな課題に対応した地方公共団体の経営・財務マネジメントの強化

8 地方行政をめぐる動向と地方分権改革の推進
（１）第33次地方制度調査会について
（２）多様な広域連携の推進
（３）地方公務員行政に係る取組
（４）地方分権改革の推進

1 こども・子育て政策の強化

2 物価高への対応
（１）予備費・予算等の対応
（２）公共施設等に関する対応

3 デジタル田園都市国家構想等の推進
（１）デジタル田園都市国家構想の推進
（２）地方公共団体のDXの推進・マイナンバー制度の利活用の推進等
（３）地方創生の推進

4 地域の脱炭素化の推進
（１）公共施設等の脱炭素化の推進
（２）ESG投資の拡大への対応

5 防災・減災、国土強靱化及び公共施設等の適正管理の推進
（１）防災・減災、国土強靱化の推進
（２）公共施設等の適正管理の更なる推進

6 社会保障の充実
（１）社会保障の充実と人づくり革命
（２）全世代対応型の持続可能な社会保障制度の構築

7 財政マネジメントの強化
（１）地方公会計の整備・活用の推進及び地方財政の「見える化」の推進
（２）公営企業の経営改革
（３）ＤＸ・ＧＸ等の新たな課題に対応した地方公共団体の経営・財務マネジメントの強化

8 地方行政をめぐる動向と地方分権改革の推進
（１）第33次地方制度調査会について
（２）多様な広域連携の推進
（３）地方公務員行政に係る取組
（４）地方分権改革の推進

令和６年版地方財政白書について

削除

３．第３部の内容について
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